































































































































































































　Principles of Modern Education, Philosophy of Education,　之等は主と





























































































































































































































































































































































56 ～ 60 1 1
51 ～ 55 1 1
46 ～ 50 2 0
41 ～ 45 6 8
36 ～ 40 3 7
31 ～ 35 3 4




大学・短大　 （教授） 4 6
      　  　 （助教授） 4 5
    　　　 　 （講師） 5 2
      　　      （助手） 1 0
        　 （分校主事） 1 0

























































































































































of Education, Introduction to Education, Outlines of Education, Fundamentals of 


































































児童心理学 2 児童研究 1 幼児心理学 1
















































































第３章　課程             海後勝雄
第４章　学習指導            梅根　悟
第５章　生活指導－ガイダンス       井坂行男
第６章　評価－エバリュエーション 小見山栄一





































































































































































































































































































































































(23) 同前。なお、ここで　Principles of Modern Education と、Modernが付け加わっ
ているのであるが、この点について特に説明はない。
(24) Verna A.Carley, Report of Conference, 27 January, 1,6,23 May 1947, CIE Records, 





























































(55) Bi-Weekly Report of IFEL Activities, 9-21 October 1950, p9, CIE Records, Box 
no.5610(16).
(56) The New York Times, April 20, 1955.
(57) Richard B. Ballou, The Individual and the State: The Modern Challenge to 
Education, The Beacon Press, 1953.
(58) 前掲『第６回教育指導者講習研究集録・教育原理』バルーのはしがき.
(59) Bi-Weekly Report of IFEL Activities, 5-16 March 1951, p.7,  CIE Records, Box 
no.5611(5).
(60) Final Report of IFEL VIth session, (8 January -31 March 1951), p.17, CIE Records, 
Box no.5611(7), Bi-Weekly Report of IFEL Activities, 5 -16 February, CIE Records, 
Box no.5611 (3)
(61) 免許法括弧書き中の「指導」は、当時「ガイダンス」とも呼ばれた。これは
本研究集録中に独立した章とはなっていない。                                      
(62) 前掲『第６回教育指導者講習研究集録･教育原理』323ページ。
(63) 同前、序３～４ページ。
(64) 同前。
(65) 同前、序４ページ。
(66) 同前。
(67) 同前。
(68) 同前、序５ページ。
(69) 東京大学教育学部研究室編『教育研究入門』学芸図書、1951年３ページ。
(70) 同前、３、11ページ。
(71) 同前、４～５ページ。
(72) 「昭和27年度教育指導者講習実施要項」（『昭和27年度教育指導者講習修了者
名簿（第９回）』文部省）３～５ページ。（この名簿は、前掲『占領期教育指
導者講習基本資料集成』第Ⅲ巻所収）。
(73) 同前、３ページ。
(74) 同前、６ページ。
(75) 昭和27年度教育指導者講習会編『第９回教育指導者講習研究集録・教員養成
カリキュラム』1952年、3、54 ～ 55ページ。
(76) 同前、19ページ。
(77) 同前、23ページ。
(78) 同前、24ページ。
(79) 東京教育大学内教育学研究室編『教育原理』教育大学講座第1巻、金子書房
1950年、序１ページ
(80) 石山脩平編『教育原理』教職教養シリーズ第１巻、誠文堂新光社、1950年8月、
序１ページ。
(81) 海後宗臣『教育原理』朝倉書店、1950年11月、序２ページ。
(82) 同前。
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(83) 同前、序３～４ページ。
(84) 海後宗臣『教育学五十年』評論社、1971年、249ページ。
(85) 文部省『初等教育の原理』（日本教育大学協会選定、文部省認定通信教育）
東洋館、1951年、まえがき３ページ。
(86) 同前、まえがき２ページ。
(87) 同前、まえがき３ページ。
(88) 同前。
(89) 同前、299ページ。
(90) 小見山栄一は、それ以前は文部省教科書局の職員であった。
(91) 日本教育大学協会編『中等教育原理』（文部省認定通信教育）日本教育大学
協会、1951年、４ページ。
(92) 同前。
(93) 日本教育大学協会編『教育原理』（文部省認定通信教育）日本大学教育学会、
1951年、８ページ。
(94) 同前。
(95) 同前。
(96) 同前。
(97) なお、通信教育テキストの『初等教育の原理』『中等教育原理』『教育原理』
の内容にそくして『初等教育の原理研究手引』『中等教育原理研究手引』『教
育原理研究手引』という冊子が、日本教育大学協会から刊行されている。『研
究手引』は、自習や職場での共同研究、そして通信教育のレポート作成や終
末考査に向けて、研究課題、研究の目標・研究方法のほか、「自習問題」「討
議のための問題」「研究作業」「報告問題」などを掲載した冊子である。
(98) ＣＩＥの会議報告を見る限り、1948年６月までの段階では、教員免許制度構
想の中に、「教育原理」が教育課程や指導を含むとする構想は見られない（拙
稿「ＣＩＥ教師教育担当官カーレーの会議報告から見た占領下の教師教育・
教員免許制度改革」『横浜市立大学論叢・人文科学系列』第67巻第2･3号、
2016年3月）。
(99) したがって、「教育原理」の授業では、「教育原理」という題名ではなくても、
「教育学概説」「教育学概論」などの図書を教科書として使用することが可能
であった。
(100) なお、1954年の教育職員免許法と施行規則の大改正で、教職必修科目として
の教育原理の括弧書きが消えた（第６条）。1949年制定時の施行規則に定め
られた「教育原理（教育課程、教育方法及び指導を含む）」の括弧が削除さ
れたのである。その事情と影響については今後の課題としたい。
(101) 国体明徴運動以降における師範学校教育科の教育内容について、詳しくは前
掲「昭和戦前戦中期における師範学校の教職カリキュラム」を参照いただき
たい。
(102) 柳久雄・川合章編『現代日本の教育思想・戦前編』黎明書房、1962年、107、
127、138ページ、この節の執筆者は滝原俊彦である。
(103) 同前、108ページ。
横浜市立大学論叢人文科学系列　2017 年度：Vol.69　No.1
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(104) 五十嵐顕「戦後日本の教育学」城戸幡太郎先生80歳祝賀記念論文集刊行委員
会編『日本の教育科学』日本文化科学社、1976年、７ページ。
(105) 長浜功『教育の戦争責任』明石書店、1984年、70ページ。
(106) 石山脩平は1937年に『教育学要義』を著している。序説「日本教育の根本使
命と教育学の任務」の中で、日本の教育学について「国体の精華」等に応じ
て「忠良有為」なる国民育成のためのものであると述べている。
　日本の教育学は、教育一般の理論をば、わが国体の精華と国民性の特
質と日進の世運とに応じて、具体化し生動化し、以て忠良有為なる国民
を養成し得べき信念と知識とを与へることを任務とするものである。（石
山脩平『教育学要義』三省堂、1937年、１～２ページ。）
　教育の目的を説明する第２章の中には、「日本国民の陶冶理想」が５点あ
げられている。第１と第２から引用しよう。第１は皇統に基づく国体観念に
よって鞏固な国民の団結作り上げることであるという。
　日本の教育は、万世一系の皇統を絶対不動の中心とする国体観念を、
全国民に対して確乎不抜に培はねばならぬ。････日本の国体はまことに
万邦無比である。この国体観念を明確にし、これを中核として日本国民
の団結統制を永遠に鞏固ならしめることは、我が国民教育最高の目標で
ある。（同前、44ページ。）
　第２は、皇室を中心とする全体国家へ奉仕するよう陶冶することである。
　絶対不動の皇統を中心とする国民の活動は、同時に全体国家への奉仕
であり、忠君は同時に愛国である。(中略)国民のすべてが私利私欲を去
り党派や階級の利己心を棄てて、国家全体のために活動するやうに陶冶
せられることは、それ故にまた日本教育の重要な理想である。（同前、
44 ～ 45ページ。）
　次に、玖村敏雄が日中戦争後の1939年に雑誌に書いた「興亜推進力の陶冶」
を見よう。八紘一宇の「理想」によって、天皇の威光を東洋の異民族に及ぼ
すのであるという。
　わが国の古典に八紘一宇の理想があり、太陽に象徴せらるゝ御稜威の
発現が予言せられてゐることを思はねばならぬ。(中略）皇化に浴せし
むることにより西洋の拘束から東洋を開放し、東洋人自らの生を得しめ
ようとするのである。それは３千年来わが国民が浴し来った皇恩の東洋
全体への光被である。(中略)厳然たる精神界の因果律ともいふべき趣を
以てわが皇室の御徳が異国家異民族まで或る形に於て及ぶのである。（玖
村敏雄「興亜推進力の陶冶－新国民教育の眼目－」『学校教育』1939年9
月号、学校教育研究会、58ページ。）
　このような時代の要請にこたえるためには、次のように、国民の一切の行
動が「君恩を負うていることを牢記」させせねばならぬと、述べる。
　興亜の推進力となるべき国民を養成しようとするならば、何よりも国
民をして先づこの大事業が君徳の顕現なるべきを理解せしめ、凡そわが
国民の一切の行動が常に君徳を負うてゐることを牢記せしめねばなら
ぬ。これ即ち臣民道の自覚であって、その徹底がわが国に於ては万古に
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不易なる教育の大道である。（同前、59ページ。）
　木下一雄については、1942年に錬成について書いた文章から引用しよう。
　我等の全生命が国家全体の目的から日本民族の歴史的使命達成のため
の高度の実践的教育が一層強く要求されるやうになった。この高度の教
育を錬成といふのであって、錬成はとりも直さず在来の教育といふ語で
あらはし切れぬ教育をいふのである。大東亜戦争の新しい構想に描かれ
た教育は錬成であって、錬成に於て初めて大東亜建設の大国民が育成さ
れるのである。（中略）錬成は肇国の精神に則り「武」の道の修練によっ
て新しき大東亜を建設する教育課程である。（中略）特別攻撃隊の貴き
忠烈によってすべて錬成の方途は啓示されてゐるのである。国民組織即
ち職域奉公組織の問題も、大東亜共栄圏民族政策の問題も、その他すべ
ての問題が、この「日本人は日本人自らを正しくする錬成」によって大
国民として解決するの鍵を与へられるのである。（木下一雄「大国民の
錬成と教育組織－『益良雄の行くとふ道』の錬成組織」『日本教育』
1942年５月号、国民教育図書、47 ～ 48ページ。）
　海後宗臣は占領下、本稿でみた「教員養成のための研究集会」だけでなく、
教育の様々の領域でＣＩＥに協力している。しかし、戦時中には『大東亜戦
争と教育』（1942年）や『日本の学校』（1943年）で、以下に引用するよう
な大東亜共栄圏建設のための教育論を展開していた。また、他にも多くの同
様の記事を教育雑誌や図書に書いていた。ここでは、『大東亜戦争と教育』
から引用しよう。
　学校に於ける教育の目標が国体の本源に基づいた皇国民の育成に帰一
してゐるのみならず、あらゆる人間育成の働きがこゝに帰趨して全一性
を備へねばならない。最近に於ける全体の教育動向は、皇国民たるの資
質を育成して大東亜建設の一員たらしめることに帰向しつゝあるのを認
めることが出来る。かゝる国民教育体制の帰向しつゝある方向をさらに
促進せしめることは、単に国土内に於ける教育に力あらしめるためのみ
でなく、大東亜諸地域の教育を皇国へと嚮導せしめる根源力ともなるも
のである。我々は大御稜威の下に於いて皇国民としてその建設に挺する
といふ精神態度を育成することに於いて、国民教育の方向を指示して来
てゐるのである。そのことは国民教育全般の帰趨すべきところであつて、
これが闡明されてゐることは、そのまゝに於いて全東亜の教育をして、
皇国の大業と帰一することによってその存立の意義あることを覚らしむ
るものである。（海後宗臣「大東亜戦争と教育」『日本文化』第87号、
1943年３月、日本文化協会、21 ～ 22ページ。本書は、前年文部省教学
局から刊行された『大東亜戦争と教育』（教学叢書）を転載したもので
ある。）
